
独立行政法人教員研修センタ一の中期目標

文部科学大臣指示
平成１３年４月１日

（ ）平成１５年４月３日 変更

独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二十九条の規定により、独立行政法
人教員研修センタ一 以下 センタ一 という が達成すべき業務運営に関する目標 以（ 「 」 。） （
下「中期目標」という ）を定める。。

あらゆる教育の問題は教員の問題に帰着すると言われるように、学校教育の成否は、そ
の直接の担い手である教員の資質・能力に負うところが大きく、教員の資質向上は、学校
教育行政における最大の課題のひとつである。このような教職の特殊性にかんがみ、教育
公務員特例法（昭和二十四年法律第一号）第十九条第一項においても「教育公務員は、そ
の職責を遂行するために、絶えず研究と修養に努めなければならない 」とされ、研修が。
教員の職務遂行の上で不可欠な要素となっている。

教員等の学校教育関係職員の研修については、国、都道府県、市町村がそれぞれの役割
分担を踏まえつつ、相互に連絡をとりながら体系的に実施されなければならないが、その
際、国としては、全国的な教育水準の維持向上及び国の教育政策の具現化を図るため国が
実施すべき研修として、各都道府県等での教育内容・方法等に関する研究や研修において
中心的な役割を果たすような教員等を対象とする研修や、学校教育に係る喫緊の課題を中
心とした内容の研修を実施していく必要がある。

国が行う学校教育関係職員の研修については、これまで文部科学省が直接実施してきた
が、政策の企画立案機能と実施機能の分離、事業の一元的実施による効率的・体系的実施
の観点から、これらの研修を総合的、一元的に実施するためセンターを設立した。

したがって、センタ一は、独立行政法人制度を踏まえ、これらの研修等を行うに際し、
常に教員その他の学校教育関係職員の資質の向上、教育の機会均等の確保及び全国的な教
育の水準の維持向上の観点に立って、業務の質の向上を図る必要がある。

このような役割を果たすため、センタ一の中期目標は、以下のとおりとする。

Ⅰ 中期目標の期間
センタ一が実施する研修は、時宜に応じて絶えず見直しを図っていく必要があること
から、本中期目標の期間は、設定し得る最短の期間として、平成１３年４月１日から平
成１６年３月３１日までの３年間とする。
この期間内に別紙の研修を実施するものとする。

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項
１．研修の実施方法、内容が適切であるか見直しを図ること。
２．効率的な研修を実施するため外部機関との協力拡大を図ること。
３．自己点検評価システムを確立し、自己評価を積極的に行うこと。
４．運営費交付金を充当して行う業務については、国において実施されている行政コス



トの効率化を踏まえ、業務の効率化を進め、中期目標の期間中、毎事業年度につき１
％の業務の効率化を図る。ただし、新規に追加される業務、拡充事業分等はその対象
としない。
５．外部に委託することにより、すぐれた成果を得ることが期待できる場合は、事業の
外部委託の活用により、事務の合理化を図ること。
６．事務・事業の見直しに対応した組織の見直しを図ること。

Ⅲ 国民に対して提供するサ一ビスその他の業務の質の向上に関する事項
１．校内・校外における研究、研修等の活動において、中心的な役割を果たす者を養成
し、全国的な教育水準の維持向上を図ること。
２．喫緊課題分野の研修について、研修を受講した者の指導力を向上させ、全国的な教
育水準の維持向上を図ること。
３．研修事業の参加者の毎年度平均で８５％以上から「有意義だった 「役に立った」」
との評価が得られるよう研修内容等の充実を図ること（任意抽出調査 。）
４．教職員を派遣した学校の設置者等に対しアンケ一ト評価を依頼し、その結果を分析
して、研修内容等の充実を図ること。
５．研修事業の参加者が研修で修得した内容を職務遂行上で効果的に活用できたかを把
握し、研修内容の充実を図ること。
また、研修受講者及びその派遣校の設置者等に、学校内外への研修内容の積極的な
還元を図るよう依頼し、その状況について把握して研修内容の充実を図ること。
６．受講生に対する快適な研修施設の整備を進めることとし、特に障害者に対して配慮
した施設に努めること。
７．各都道府県等において実施される学校教育関係職員に対する研修が適切に行われ、
全国的な教育水準の維持向上、様々な課題に対する全国的な共通理解を図るために、
センタ一が有する様々な情報等を基にした情報提供等の指導、助言、援助を都道府県
等に対し行うこと。

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項
、「 」運営費交付金を充当して行う事業については Ⅱ業務運営の効率化に関する事項
、 。で定めた事項について配慮した中期計画の予算を作成し 当該予算による運営を行う

１．管理業務の見直しによりコスト削減を図ること。
２．施設の稼働率の維持向上等を図ること。
３．防犯・防火面などから施設・設備の管理を徹底すること。

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項
施設・設備について、長期的視点に立った計画的整備を推進すること。



別紙
（注）人数は概数であり、中期目標期間の延べ受講数の目途である。

１
名称：教職員等中央研修講座
内容：学校の管理運営、学習指導などの諸問題について、それぞれの職務において中心的
な役割を果たす教職員に対して行う研修

対象：国・公立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特殊教育諸学校
の校長、教頭及び中堅教員並びに都道府県等の指導主事、管理主事及び研修主事等

人数：５，４００人

２
名称： 総合的な学習の時間」研修講座「
内容： 総合的な学習の時間」における学習課題や学習活動の設定の在り方等についての「
研修

対象：国・公・私立の小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校の教員並びに都道府県
等の指導主事

人数：１，８００人

３
名称：英語教育指導者講座
内容：英語教育における指導上の諸問題について専門的な講義及び演習を組み入れた研修
対象：国・公・私立の中学校、高等学校、中等教育学校及び特殊教育諸学校の教員並びに
都道府県等の指導主事

人数：３，０００人

４
名称：外国語指導助手に対する研修
内容：日本の学校教育制度、職務上必要とされる知識・技術等を習得する研修
対象：外国語指導助手
人数：４３，６００人

５
名称：教育情報化推進指導者養成研修
内容：各都道府県等が実施する情報教育に関する研修のための指導者養成研修
対象：国・公立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特殊教育諸学校の教員並
びに都道府県等の指導主事

人数：２，７６０人



名称：教員情報リテラシー向上プロジェクト事業（研修推進講習会〔校内リーダー養成研
修 ）〕

内容：各学校で実施するコンピュータ操作研修のための指導者養成研修
対象：公・私立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特殊教育諸学校の教員
人数：１５，０００人（平成１３年度に限る ）。

７
名称：環境教育等担当教員講習会
内容：環境教育並びに自然体験活動分野における指導者養成研修
対象：国・公・私立の小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校の教員並びに都道府県
等の指導主事

人数：８７０人

８
名称：高等学校産業教育実習助手講習
内容：職務に必要な知識と技術を習得する研修
対象：国・公・私立の高等学校の実習助手
人数：３９０人

９
名称：洋上研修
内容：初任者研修の一環として「船上における研修」及び「寄港地における研修」を実施
し、実践的指導力と教員としての使命感を養うとともに幅広い知見を得させる研修

対象：初任者研修の対象となる教員
人数：１，８００人（１３・１４年度に限る ）。

１０
名称：総合学科等新科目実技指導講座
内容：総合学科に関する特有の科目の指導内容・方法並びに生徒の進路選択及び科目選択
のためのガイダンスの内容・方法に関する研修

対象：国・公・私立の高等学校の総合学科設置校又は設置予定校及び「産業社会と人間」
を開設又は開設予定の教職員並びに都道府県等の指導主事

人数：６００人



１１
名称：人権教育セミナー
内容：人権教育に関して講演や研究協議等を行う研修
対象：国・公・私立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校の教員並びに
都道府県等の指導主事

人数：１，８００人

１２
名称：新産業技術等指導者養成講習
内容： 産業技術」及び「情報技術」の進歩や新学習指導要領に対応したそれぞれの分野「
をテーマとした研修

対象：国・公・私立の中学校、高等学校及び中等教育学校の教員並びに都道府県等の指導
主事

人数：２，７２０人

１３
名称：進路指導講座
内容：進路指導に関する指導者養成研修
対象：国・公・私立の中学校、高等学校、中等教育学校の校長及び進路指導主事などの教
員並びに都道府県等の指導主事

人数：７００人

１４
名称：生徒指導総合研修講座
内容：生徒指導、教育相談の理論及び実際についての総合的かつ実践的な研修
対象：国・公立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校の教員及び養護教諭並びに都
道府県等の指導主事

人数：４２０人

１５
名称：先端技術体験プログラム
内容：先端の技術に触れさせる作業、実習を伴った研修
対象：国・公・私立の高等学校の教員及び都道府県等の指導主事
人数：１３０人

１６
名称：道徳教育連携・推進講座
内容：保護者・地域住民の協力を得て、道徳教育の指導力向上を図るための研修
対象：国・公・私立の小学校、中学校の校長、教頭及び教員並びに都道府県等の指導主事
人数：９１，６００人



１７
名称：学校体育指導者中央講習会
内容：学校体育実技のための指導者養成研修及び学校体育指導者に必要な研修
対象：国・公立の小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校の教員並びに都道府県等の
指導主事

人数：３，６００人

１８
名称：養護教諭中央研修会
内容：児童生徒が抱える心の健康問題などを解決するため、専門的な知識・技術を習得す
る研修

対象：国・公・私立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特殊教育諸学校の中
堅養護教諭並びに都道府県等の指導主事

人数：７２０人

１９
名称：学校栄養職員等研修会
内容：職務に必要な専門的な知識を習得する研修
対象：中堅の学校栄養職員並びに都道府県等栄養指導担当者
人数：３００人

２０
名称：エイズ・薬物乱用防止教育研修会
内容：エイズ教育及び薬物乱用防止教育に関する研修
対象：国・公・私立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特殊教育諸学校の教
員並びに都道府県等の指導主事

人数：７５０人

２１
名称：学校安全教育指導者研修会
内容：交通安全教育に関する研修並びに防災教育及び災害時の心の健康に関する研修
対象：国・公・私立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特殊教育諸
学校の教員並びに都道府県等の指導主事

人数：６３０人

２２
名称：衛生管理研修会
内容：学校給食の衛生管理に関する研修
対象：国・公・私立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特殊教育諸学校の教
職員（学校給食共同調理場勤務の学校栄養職員を含む）並びに都道府県等の職員

人数：３３０人



２３
名称：健康教育指導者中央研修会
内容：健康教育に関する研修
対象：国・公・私立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特殊教育諸学校の教
員並びに都道府県等の指導主事

人数：６３０人

２４
名称：保健室相談活動研修会
内容：保健室における健康相談活動に必要な知識・技術を習得する研修
対象：国・公・私立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特殊教育諸学校の中
堅養護教諭並びに都道府県等の指導主事

人数：６００人

２５
名称：外国人児童生徒等日本語指導講習会
内容：外国人・帰国・中国等帰国児童生徒に対する日本語指導に関する専門的研修
対象：国・公・私立の小学校及び中学校の教員並びに都道府県の指導主事
人数：３６０人

２６
名称：事務職員研修講座
内容：職務に必要な専門的な知識を習得する研修
対象：公立の小学校、中学校、高等学校及び特殊教育諸学校の事務職員
人数：３，６００人

２７
名称：大学職員等研修講座（人事関係）
内容：それぞれの職務に必要な専門的な知識を習得する研修
対象：国立学校の課長補佐級以上の文部科学省関係機関の職員
人員：１，８７０人

２８
名称：会計事務研修
内容：会計事務に関する知識を習得する研修
対象：文部科学省及び文部科学省関係機関の職員
人員：２，０００人



２９
名称：留学生担当者研修
内容：留学生の受入れ及び派遣に伴う諸問題に関する研修
対象：国・公・私立の大学、短期大学、高等専門学校及び専修学校の教職員
人員：３，０００人

３０
名称：教職員派遣研修（産業教育）
内容：長期間にわたって大学又はその他の施設に留学し、産業教育に関し必要な知識及び
技術を習得する研修

対象：国・公・私立の中学校、高等学校及び中等教育学校の教職員並びに都道府県等の指
導主事

人数：２８０人

３１
名称：教職員派遣研修（理科教育）
内容：長期間にわたって国立大学に留学し、理科教育（算数・数学及び職業に関する教科
教育を含む ）に関し必要な知識及び技術を習得する研修。

対象：国・公・私立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特殊教育諸学校の教
員

人数：２４０人

３２
名称：教職員派遣研修（英語担当派遣）
内容：海外の大学等において英語能力を高めるとともに英語教授法を習得する研修
対象：公・私立の中学校、高等学校及び中等教育学校の教員
人数：５２０人

３３
名称：教職員派遣研修（短期派遣）
内容：外国に２週間程度派遣し、国際的な視野に立った識見及び教育に携わる職員たる誇
りと自覚を高めさせる研修

対象：公立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特殊教育諸学校の教
職員（学校給食共同調理場勤務の学校栄養職員を含む ）並びに教育行政機関の職。
員

人数：４，７００人



３４
名称：教職員派遣研修（若手派遣）
内容：外国に２ヶ月程度若手教員を派遣し、国際的な視野に立った識見及び教職に対する
誇りと自覚を高めさせる研修

対象：公立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特殊教育諸学校の教員
人数：２２０人

３５
名称：教職員派遣研修（日米国民交流・若手教員の米国派遣）
内容：米国に３ヶ月程度若手教員を派遣し、国際的な視野に立った識見及び教職に対する
誇りと自覚を高めさせる研修（日米首脳会談（平成８年４月）による日米国民交流
計画を推進するための派遣であることに留意し実施する ）。

対象：公立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特殊教育諸学校の教員
人数：３２０人

３６
名称： 新学習指導要領に基づく学習の評価」に関する研修「
内容：平成１４年４月から小・中学校において、いわゆる「絶対評価」が実施されること
となったことに伴う、小・中学校教員を対象とした新しい評価規準や新しい評価方
法についての研修

対象：国・公・私立の小学校、中学校の教員
人数：７，５００人（１５年度に限る ）。

３７
名称：衛星研修
内容： 教育情報衛星通信ネットワーク」システムを利用して、上記の研修プログラムの「
全部又は一部を配信して行う次に掲げる研修
（１）教職員等中央研修講座
上記「教職員等中央研修講座」に同じ

（２）生徒指導総合研修講座
上記「生徒指導総合研修講座」に同じ

（３）教育情報化推進指導者養成研修
上記「教育情報化推進指導者養成研修」に同じ

（４）エイズ・薬物乱用防止教育研修会
上記「エイズ・薬物乱用防止教育研修会」に同じ。
（５）学校安全教育指導者研修会
上記「学校安全教育指導者研修会」に同じ。

（６）衛生管理研修会
上記「衛生管理研修会」に同じ。

（７）保健室相談活動研修会
保健室における健康相談活動に必要とされる知識・技術を習得する研修



対象： １）教職員等中央研修講座（
上記「教職員等中央研修講座」に同じ

（２）生徒指導総合研修講座
上記「生徒指導総合研修講座」に同じ

（３）教育情報化推進指導者養成研修
上記「教育情報化推進指導者養成研修」に同じ

（４）エイズ・薬物乱用防止教育研修会
上記「エイズ・薬物乱用防止教育研修会」に同じ。

（５）学校安全教育指導者研修会
上記「学校安全教育指導者研修会」に同じ。

（６）衛生管理研修会
上記「衛生管理研修会」に同じ。

（７）保健室相談活動研修会
上記「保健室相談活動研修会」に同じ




